
登別市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、登別市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条

例（令和 年条例第 号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定め

るものとする。

（定義）

第２条 この規則において使用する用語の意義は、条例において使用する用語の例に

よる。

（抑制区域）

第３条 条例第１０条第２項に規定する抑制区域は、次のとおりとする。

（１）自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第２条第２号に規定する国立公園と

一体的であって、自然豊かな山あいの温泉地を形成する登別温泉からカルルス温

泉を結ぶ区域（別図）

（２）都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第６項に規定する都市計画施

設の区域（登別市下水道条例（平成２年条例第９号）第３条に規定する登別市公

共下水道の排水区域にのみ該当する区域を除く。）

（３）鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８

号）第２８条第１項に規定する鳥獣保護区

（４）文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第９３条第１項に規定する貝づか、

古墳その他埋蔵文化財を包蔵する土地として周知されている土地の区域

（５）北海道水資源の保全に関する条例（平成２４年北海道条例第９号）第１７条第

１項に規定する水資源保全地域

（６）北海道自然環境等保全条例（昭和４８年北海道条例第６４号）第２２条第１項

に規定する自然景観保護地区及び学術自然保護地区並びに同条例第２３条第１

項に規定する記念保護樹木の存する区域

（７）登別市都市公園条例（昭和４２年条例第２１号）第２条の規定により設置され

た都市公園の周辺区域

（８）登別市景観とみどりの条例(平成２８年条例第１号)第１９条第１項に規定する

登別景観・みどり遺産及び同条例第２５条第１項に規定する保護樹の存する区域

（９）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める区域

（配慮事項）

第４条 条例第１１条第２項に規定する配慮事項は、別表に掲げるとおりとする。

（事前協議）

第５条 条例第１２条の規定による協議は、登別市再生可能エネルギー発電事業事前

協議書（別記様式第１号）に次に掲げる書類を添えて行うものとする。



（１）位置図、現況写真

（２）事業区域図（公図）、配置図、平面図

（３）その他市長が必要と認める書類

（地域住民等への説明等）

第６条 条例第１３条第５項の規定による報告（条例第１４条第３項において準用す

る場合を含む。）は、登別市再生可能エネルギー発電事業事前説明等報告書（別記

様式第２号）に次に掲げる書類を添えて行うものとする。

（１）説明会等に使用し、又は配布した資料の写し

（２）説明会等の会議録

（３）説明会等において地域住民等から申出のあった意見及び当該意見への対応を記

録した書類

（４）説明会等に参加した者の名簿（説明者を含む）

（５）その他市長が必要と認める書類

（事業計画の届出）

第７条 条例第１４条第１項の規定による届出は、登別市再生可能エネルギー発電事

業届出書（別記様式第３号）に次に掲げる書類を添えて行うものとする。

（１）事業計画書（別記様式第４号）

（２）事業者の住民票の写し（法人その他の団体にあっては、その登記事項証明書）

（３）事業区域等状況調書（別記様式第５号）

（４）位置図、現況写真

（５）事業区域図（公図）、配置図、平面図、断面図

（６）発電設備の構造図

（７）維持管理計画書（別記様式第６号）

（８）解体、撤去、廃棄等に関する計画書（別記様式第７号）

（９）関係法令等による許可又は認可等を受けている場合は、当該内容を証明する書

類の写し（申請中の場合は、申請を受付したことを証明する書類の写し）

（１０）その他市長が必要と認める書類

２ 条例第１４条第２項の規定による届出は、登別市再生可能エネルギー発電事業

（変更・中止）届出書（別記様式第８号）に前項各号に掲げる書類のうち変更に係

る書類を添えて行うものとする。

（届出を要しない軽微な変更）

第８条 条例第１４条第２項ただし書の規定による軽微な変更は、次に掲げるものと

する。

（１）設置工事の着手予定日を変更前の着手予定日より前の日にする変更以外の変更

（２）事業区域の面積が変更前の事業区域の面積より減少する変更

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が認める変更



（工事着手等の届出）

第９条 条例第１５条第１項の規定による届出は、登別市再生可能エネルギー発電設

備設置工事着手届出書（別記様式第９号）により、同条第２項の規定による届出は、

登別市再生可能エネルギー発電設備設置工事（中断・再開・中止・完了）届出書（別

記様式第１０号）に届出の内容が分かる写真を添えて行うものとする。

（標識の掲示）

第１０条 条例第１６条第１項の規定による事項は、次に掲げるとおりとする。

（１）発電設備の区分

（２）発電設備の名称

（３）設備ＩＤ（ただし、設備ＩＤが付与されていない場合を除く。）

（４）発電設備の設置場所

（５）発電設備の出力

（６）事業者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称及び代表者の

氏名並びに主たる事務所の所在地）

（７）発電設備の保守点検を行う事業者の氏名（法人その他の団体にあっては、その

名称及び代表者の氏名）

（８）緊急時の連絡先（事業者又は発電設備の保守点検を行う事業者の電話番号）

（９）発電設備の運転開始年月日

（廃止の届出）

第１１条 条例第１７条第１項の規定による届出は、登別市再生可能エネルギー発電

事業廃止届出書（別記様式第１１号）により、同条第２項の規定による届出は、登

別市再生可能エネルギー発電設備撤去等完了届出書（別記様式第１２号）に発電設

備の撤去前、撤去中及び撤去後の状況が分かる写真を添えて行うものとする。

（地位の継承の届出）

第１２条 条例第１８条の規定による届出は、登別市再生可能エネルギー発電事業地

位継承届出書（別記様式第１３号）に次に掲げる書類を添えて行うものとする。

（１）地位を継承した事業者の住民票の写し（法人その他の団体にあっては、その登

記事項証明書）

（２）地位を承継した事実を証する書類

（身分証明書）

第１３条 条例第２１条第２項に規定する身分を示す証明書は、身分証明書（別記様

式第１４号）とする。

（指導、助言及び勧告）

第１４条 条例第２２条第１項の規定による指導又は助言は、登別市再生可能エネル

ギー発電事業指導・助言書（別記様式第１５号）により、同条第２項の規定による



勧告は、登別市再生可能エネルギー発電事業勧告書（別記様式第１６号）により行

うものとする。

２ 条例第２２条第３項の規定による報告は、登別市再生可能エネルギー発電事業対

応状況報告書（指導・助言・勧告）（別記様式第１７号）に対応の状況が分かる書

類を添えて行うものとする。

（命令）

第１５条 条例第２３条第１項の規定による命令は、登別市再生可能エネルギー発電

事業命令書（別記様式第１８号）により行うものとする。

２ 条例第２３条第２項の規定による報告は、登別市再生可能エネルギー発電事業対

応状況報告書（命令）（別記様式第１９号）に対応の状況が分かる書類を添えて行

うものとする。

（公表）

第１６条 条例２４条第２項の規定による意見を述べる機会の付与は、意見を述べる

機会の付与通知書（別記様式第２０号）により行うものとする。

２ 事業者は、条例第２４条第２項の規定により意見を述べようとするときは、公表

に関する意見書（別記様式第２１号）により行うものとする。

（委任）

第１７条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和７年６年１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日

から施行する。

（経過措置）

２ 条例附則第４項の規定により条例の施行の日前において行われる条例第１２条

から第１５条まで及び条例第１７条第１項の規定による手続その他の行為は、この

規則の規定の例により行うことができる。



別図（第３条関係）



別表（第４条関係）

配慮事項

影響があると想定

される事項
配慮事項

自然環境、景観、

生活環境等の保全

に関すること

１ 観光都市であることを踏まえ、これを形成する自然環境又

は景観を損なわないよう配慮すること。

２ 樹木を伐採する場合は、最小限とすること。

３ 既存の樹木等を生かしながら、景観等に及ぼす影響を最小

限とするよう十分配慮し、景観等を損なう場合又は損なうお

それがある場合は、植樹等の対策を講じること。

４ 発電設備による圧迫感に配慮するとともに、騒音、熱、電

磁波、反射光等により、地域住民等のほか、通行者等の健康

又は生活環境を損なわないよう、事業区域の境界からの後退

又は植樹による遮蔽等の対策を講じること。

５ 歩行者、一般車両等の安全確保を図るとともに、関係車

両、重機等による騒音、振動、粉じん等により被害を及ぼさ

ないよう必要な措置を講じること。

６ 文化財（登別市文化財保護条例（平成２年条例第２３号）

第２条に規定する文化財をいう。）及び登別市指定文化財の

保護並びに生物の多様性の確保が図られるよう、これらへの

影響に配慮すること。

防災及び安全対策

に関すること

１ 土地の形質の変更は最小限とし、切土又は盛土により法面

又は擁壁等が生じた場合は、土砂の流出を防止する措置を講

じること。

２ 崖地の近隣に発電設備を設置する場合は、崖肩からの離隔

又は崖肩沿いの排水等により崖地の崩落を防止する措置を講

じること。

３ 雨水、排水又は湧水は、想定される水量を有効に排水でき

る措置を講じ、隣接地又は道路への流出を防止すること。

４ 雨水、排水又は湧水の水量が想定する量を超えた場合は、

その後に生じる事象等に事業者が責任をもって対応するこ

と。

地域住民等への対

応に関すること

１ 事業の計画から発電事業を開始するまでの間、事業区域内

の公衆の見やすい場所に事業内容を説明する標識等を掲示

し、事業の周知を図ること。

２ 地域住民等から要望が寄せられた場合は、その要望を取り

入れるよう努めること。

発電設備設置後の

維持管理に関する

こと

１ 事業区域内の除草又は剪定、清掃を定期的に実施するこ

と。

２ 除草剤又は農薬を使用する場合は、適正な散布に努め、周

辺に飛散しないよう万全の対策を講じること。

３ 周辺の自然環境、景観、生活環境等に影響を及ぼす状況が

発生した場合又は発生するおそれがある場合は、速やかに対

処すること。


